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　今冬は、「立山町は除雪をしないのか？」とお叱りのお電話やメール等が役場に寄せられました。

答えはもちろん、「しています。」

　立山町では、積雪量が 10cm を超えている、あるいは、朝までに超えるかどうかを予想する刻限を午前

2 時までと設定しており、担当者が「超えるだろう」と判断すれば、各業者さんにメールで要請します。　

そのため、午前 4 時頃から大雪となる、つまり、予想が外れると、「なぜ、今日は除雪車が出ていないの？」

といった事態になります。また、午前2時過ぎに除雪車が通過した後、さらに激しく降り出すこともあります。

昨年の 12 月はそういう日がありました。そして、道路は圧雪（雪が固まる）状態となったのです。

　「それなら、午前 4 時から除雪をすれば」と聞かれますが、朝の通勤ラッシュ時間帯までに除雪が完了で

きず、人身事故が発生する恐れがあるため、出動できないのです。

　それでも、除雪にお金がかかりました。富山県の累計降雪量は、平成 18 年豪雪には及ばないものの、過

去 10 年平均を大きく上回りました。除雪の委託費は、基本的に出動時間に応じて支払われます。というこ

とは、雪が降らなければ、さほどお金がかかりませんが、全町にわたって出動となると、一回で 700 万円

から 800 万円もかかります。

　平成 29 年度当初予算には、除雪対策事業費として約 9900 万円を計上していましたが、1 月には不足

したため、約 10 億円あった財政調整基金（町の貯金）から 1 億 6 千万円を取り崩し、除雪費に追加した

ほどです。4 月現在、約 2 千万円の残があるので、合計 2 億 4 千万円の公費を使った計算になります。

※町の貯金については７ページ参照

　これに対し、国からの補助金は 4600 万円でした。なお、そのうちの 4 千万円は、全国的な大雪を受けて、

3 月 23 日、特別に追加配分された分です。平成 22 年度以来の臨時特例措置だそうです。他に、県からは

国立立山青少年自然の家までの進入路の除雪費補助金として、毎年 250 万円が交付されていますが、足り

ていません。※平成 30 年度の除雪予算については 30 ページ参照

　つまり、平成 29 年度は、除雪対策事業として、町税と地方交付税等からなる町の一般財源から、約 1

億 9 千万円を支出したことになります。町民の要望はさまざまです。すべての要望に応えるためのお金は

立山町にはありません。しかし、町民の日常生活や通勤通学に支障をきたすことがないように除雪の予算は

確保しなくてはなりません。また、つらい真夜中に除雪車に乗っておられる建設業者の皆さんの普段の仕事

も確保しておかないと、予算はあるけど、除雪車を運転できる人がいなかったでは話になりません。なお、

融雪装置の設置については、地下水の確保とポンプの電気代などの維持費が課題となっています。

　「100％了解はできないが、事情はわかった。」それならば、

「こういうふうにしたらどうか」などと、お金の使いみちにつ

いて、皆さんと情報を共有するために、平成 19 年以来、

この冊子を作っています。

　ちなみに、印刷代の予算は約 80 万円です。

平成 30 年 6 月 1 日　　
　立山町長　舟橋 貴之
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お問い合わせ P34 ～ 35

地域防災対策事業
防災行政無線管理事業
地域防犯推進事業
公園施設整備事業
消防施設整備事業
小学校施設建設等整備事業

防災・消防・安全対策の強化 P13 ～ 16

「予算」てなんだろう？
立山町の「予算」は
　どのように使われている？
立山町の借金と貯金について

「予算」について P４～７

除雪対策事業
町単道路改良事業
地方道路整備事業
空き家対策事業
地籍調査事業

安全・安心な生活の確保 P30 ～ 32

ごみ処理料金
予防接種
水道料金
健康づくりポイント事業
鳥獣被害対策

P16

P17

P22

P26

P32

コラム「知っていましたか？
　　　　　　～身近な暮らしの豆知識～」

地方創生推進交付金
（上東ブランド展開事業）
中山間地域対策事業
商工振興対策事業
称名地区管理事業
地方創生推進交付金

（まちのど真ん中で活力創出人材育成事業）

地域振興・産業振興・
　　　　農業振興・観光振興 P27 ～ 29

移住定住推進事業
障害者医療費支給事業
児童福祉医療費支給事業
保育所運営事業
産後ケア事業
地域児童育成事業
奨学資金支援事業
奨学金給付事業
米百俵基金積立金事業

子育て支援の拡充・
　　　　　三世代同居の促進 P17 ～ 20

移住定住推進事業
工場誘致対策事業

移住・定住の促進 P21 ～ 22

給食センター運営事業
スクールバス運行事業
語学指導外国語青年招致事業
放課後子ども教室推進事業

学校教育環境の充実 P23 ～ 24

町の財政状況
浄化槽設置管理事業特別会計
地域福祉計画
搾汁施設「ぎゅっと。
　立山フルーツ Five-Star Studio」

特集 P８～ 12

国民健康保険事業特別会計
がん検診事業

医療と福祉の充実 P25 ～ 26

林業振興対策事業
生涯スポーツ振興事業

各種イベント P33

予算のしくみガイドブック 目次はじめに

↑除雪用グレーダによる除雪の様子
（大型特殊免許取得者で建設機械運転講習修了者が作業）
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予算とは、１年間の収入（入ってくるお金）と支出（出ていくお金）を見積もって、
あらかじめ用意するお金のことです。

歳入 歳出

　新しい年度（４月）が始まる前に、１年間（４月から翌年の３月まで）にどのくらいの収入があるかを見積もり、
それをもとにどれだけお金が使えるか、そしてどのような行政サービスができるかを計画します。これらをまとめ
た書類が「予算書」と呼ばれるもので、町の仕事はすべてこの予算書をもとに組み立てられていきます。
　予算書では、立山町に入ってくるお金のことを「歳入」、使うお金のことを「歳出」と呼んでいます。

１年間の収入 １年間の支出

立山町の会計

変えられます。「補正予算」といって、予算を修正する機会が、
３か月に１度（６月、９月、12月、３月）あり、定例議会で決めます。

　台風や大雪などの自然災害の影響で、予算案作成時に見積もった経費では足りなくなるなど、予定外の歳出が
ある場合には、対応するための予算を用意しなければなりません。その場合は、変更する予算案を作り、当初
の予算と同じように町議会へ提出します。また、急を要する場合には、臨時議会で決めることもあります。

補正

予算

町長が予算案を作り、町議会へ提出します。
提出された予算案は、町議会での審議と議決を経て成立します。

　担当部署ごとに町民のみなさまの要望や意見を聴き、１年間の行政サービスを
検討した上で、町長へ案を提出します。町長は提出された案を、自分の考えに沿って
予算案として取りまとめ、町議会に提案します。
　提案された予算案は、町民を代表する町議会議員により審議した上で、
町議会の議決により決まります。

議決

調整

執行

監視

公開

議会 予算 町長

町民

※ 1…財源（財布）にまつわる用語について
▶一般会計：収益のない事業（福祉、教育、道路整備など）を行う会計で、主に町税・交付税で賄われています。
▶特別会計：特定の収入がある会計で、収支を明確にするため、一般会計と分けています。
　　　　　　町には現在 6 つ（国民健康保険事業、後期高齢者医療事業、墓地公園事業、地域開発事業、
　　　　　　農業集落排水事業、浄化槽設置管理事業）の特別会計があります。

※２…歳入（収入）にまつわる用語
▶町税：町民の皆さまや町内に事業所を持つ法人などに納めていただく税金
▶地方譲与税・交付金：国税や県税として徴収され、一定の基準により自治体へ譲与・交付されるお金
▶地方交付税：全国どの市町村に住んでも一定水準の行政サービスが受けられるように国から配分されるお金
▶国庫支出金・県支出金：町の事業に対する国や県からの補助金など
▶地方債：建設事業費などを世代間で公平に負担するための借入金や、一般財源の不足に充てるための借入金
▶繰入金：基金などから繰り入れるお金

　平成 30 年度の一般会計※1予算額は 108 億 1,100 万円です。平成 29 年度の一般会計予算額は 108 億 4,400
万円なので、昨年と比較すると 3,300 万円減りました。
　予算額を町民一人あたりに換算すると約41万円になります。
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　歳入の中でも大きな割合を占めるのが町税※2と地方交付税※2です。町税は、企業進出による町内企業数の増加
や企業業績の改善などから、固定資産税や法人住民税が増えると考えられ、全体として町税の増収が見込まれます。
地方交付税は、地方の税収格差などを調整するために国から交付されるお金です。当初予算では、町税増収見込み
に伴い、普通交付税が減額となる一方で、複数の新規事業において特別交付税の増額を見込めることから、前年度
よりも 500 万円多く計上しています。
　国庫支出金※2は、特定の事業に対して使い道を指定して国から交付されるお金です。道路整備など一部について、
平成 29 年度に前倒しで取り組んだため、今年度は減額となっています。

6.22

5.57

9.88

10.29

30.99

31.56

5.48

5.82

8.90

8.74

33.0

33.05

H29

地方債 その他地方譲与税・
交付金 繰入金地方交付税 県支出金国庫支出金町税

（29.2％） （5.4％） （30.6％） （7.6％）（9.5％）（5.1％）（4.5％） （8.1％）
※単位：億円
　（　）内：構成比

H30

3.3610.61

8.26

合計
108.44

合計
108.11

4.82
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　歳出を経費の性質に着目して分類したものを「性質別経費」と言います。昨年と比較してみると、人件費※3は、
職員数が減少しているので減りました。また、普通建設事業費※3は、昨年度の国の補正予算などを活用すること
で町の負担を減らすことができ、平成 30 年度に計画していた事業を前倒しして行ったため減少しています。減少
した経費の一方で、庁内システムの更新・環境センターの業務委託などの物件費、障害者支援費・医療費助成など
を含む扶助費※3、また国民健康保険事業・後期高齢者医療事業・介護保険事業・下水道事業を支援する繰出金※3

などは増えています。現在、物件費や扶助費、繰出金などの経常的な支出が増加しているため、自由に使えるお金
（政策的経費）は年々減少しています。

H29

H30

人件費 その他

災害復旧事業費は平成29年度、平成30年度共に200万円です。

繰出金普通建設
事業費 物件費等

補助費等公債費扶助費

19.96

19.66

10.67

9.52

17.82

18.51

4.16

4.14

17.58

17.95

14.23

13.98

8.11

6.22

15.9

18.13

合計
108.44	

合計
108.11

（18.2％） （17.1％） （12.9％） （5.8％） （16.7％） （16.6％） （8.8％）（3.9％）

※単位：億円
　（　）内：構成比

目
　
次

「
予
算
」
て

　
な
ん
だ
ろ
う
？

特
　
集

防
災
・
消
防
・
安

全
対
策

子
育
て
支
援
・

三
世
代
同
居

移
住
・
定
住

学
校
教
育
環
境

医
療
と
福
祉

地
域
・
産
業

農
業
・
観
光

町
の
整
備
推
進

各
種
イ
ベ
ン
ト

お
問
い
合
わ
せ

※３…歳出（支出）にまつわる用語
▶人件費：町職員給与など
▶扶助費：児童手当や生活保護費など、町民の生活を維持するために支出される経費
▶公債費：地方債の返済に充てられる経費
▶普通建設事業費：公共・公用施設の建設事業に充てられる経費
▶災害復旧費：公共施設などの災害復旧のための経費
▶物件費等：備品購入や業務委託などの経費
▶繰出金：一般会計から特別会計へ繰出される経費
▶補助費等：町から一部事務組合や民間に対し、行政上の目的により交付する経費

H24 H25H22 H26H23H21 H27 H28 H29
（見込み）

H30
（見込み）

【財政調整基金残高の推移】

30

60

90

120

150
（億円）

　地方債の中には、借金返済の一部を国が肩代わり（交付税措置）してくれる有利なものもあります。地方債の額
の一定割合（地方債の種類によって割合は変わります）を後年度に「地方交付税」に上乗せし、地方債の返済償還
に必要な財源を国が負担するものです。
　地方債を「国が実際に負担する地方債（交付税措置される部分）」と「町が実際に負担する地方債（交付税措置
がない部分）」で見た場合のそれぞれの年度末残高（見込み）は以下のとおりです。

：国が負担する地方債 ：町が負担する地方債

68 億
2,000 万円

50 億
4,700 万円

118 億
6,700 万円

72 億
4,800 万円

50 億
7,500 万円

123 億
2,300 万円

66 億
6,900 万円

44 億
4,400 万円

111 億
1,300 万円

76 億
4,100 万円

51 億
4,300 万円

127 億
8,400 万円

85 億
6,200 万円

51 億
3,700 万円

136 億
9,900 万円

84 億
4,500 万円

51 億
6,300 万円

136 億
800 万円

82 億
9,700 万円

46 億
6,700 万円

129 億
6,400 万円

81 億円

40 億
6,000 万円

121 億
6,000 万円

　予想外の出来事で急にお金が必要になったときのため、町では貯金をしています。これを「財政調整基金」と言
います。近年の財政調整基金の残高は下のグラフのとおりです。毎年、残高が変動しますが、主に除雪にかかる経
費に対して財政調整基金を取り崩して対応しています。除雪にかかる経費は、その年の降雪量によって大きく変わ
ります。中でも、降雪量が多かった平成 22 年度と 29 年度は 1 億 6,000 万円程度の貯金を取り崩しています（平
成 29 年度は取り崩し以外に別途積立があったため、残高は増加）。また、財政調整基金は災害が発生したときの
備えでもあります。万が一災害が発生したとき、復旧や復興の費用を賄うには財政調整基金が欠かせないのです。
　平成 30 年度は、財政調整基金を２億 4,200 万円程度使うだろうと予想しており、年度末残高は約 7 億 7,302
万円になる見込みです。これを町民1人あたりに換算すると約3万円になります。

H24 H25H22 H26H23H21 H27

5 億
4,758 万円

7 億
785 万円

7 億
647 万円

8 億
2,807 万円

8 億
5,833 万円

9 億
1,022 万円

10 億
1,051 万円

80 億
1,600 万円

115 億
4,100 万円

35 億
2,500 万円

74 億
3,500 万円

108 億
8,800 万円

34 億
5,300 万円

H28

10 億
1,479 万円

10 億
1,502 万円

7 億
7,302 万円

H29
（見込み）

H30
（見込み）

0

自由に使えるお
金は案外少ない
のじゃな。
無駄遣いはでき
んのぅ。
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　特集１：町の財政状況
　これまで、町では「安全・安心なまちづくり」「子育て支援・学校教育の充実」を目標に、小学校・保育園の建
設をはじめとする公共施設の整備や道路の改良事業などを国の補助金を活用して行ってきましたが、このうち町が
用意する財源（お金）については、すぐには用意できないことから、地方債の発行（借金）などで対応してきました。

　さらに、今後高齢化に伴う医療費をはじめとする社会保障給付費や下水道事業への繰出金、高度経済成長期に整
備した公共施設の老朽化に対する維持管理費の増加なども見込まれ、これまで以上にお金が必要になっていきます。
　一方で、町に入ってくるお金については、高齢化や人口減少などに伴い、町の財源の約 60％を占める町税や地
方交付税が減収の見通しとなっています。
　この厳しい財政状況のなか、現在、町では地方債の繰上償還や年間の新規地方債発行額の抑制を行うことで、地
方債残高（借金）を減らす努力をしています（７ページ参照）。
　また、立山町公共施設等マネジメント計画に基づき、人口規模（人口減少）に応じた適正な公共施設数としてい
くことで、将来へ過度な負担を残さないよう取り組んでいます。

　その結果、以下のグラフのとおり、財政健全化の指標である実質公債費比率や将来負担比率は、現状ではいずれ
も全国・県内平均を大きく超えています。

実質公債費比率　
　借金返済のためのお金が、通常見込まれる収入に占める割合
将来負担比率　　
　将来負担しなければならないお金が、通常見込まれる収入に占める割合。
　比率が小さいほど、将来への負担が少ない。
経常収支比率　　
　地方税・普通交付税のように使途が特定されていない毎年度経常的に入る収入のうち、人件費、扶助費、公債費など毎
年度経常的に支出される経費に充てられる割合。
　比率が小さいほど、財政に自由度がある。

H26以前の町地方債の新規発行額 主な充当事業

H21 5 億 4,390 万円 立山北部小学校屋内運動場改築、道路整備

H22 11 億 6,170 万円 学校給食センター建設、立山小学校屋内運動場改築、道路整備

H23 10 億 3,260 万円
立山中央小学校建設、元気交流ステーション建設、雄山中学校空調整備、
道路整備

H24 10 億 9,230 万円
立山中央小学校建設、立山北部小学校建設、元気交流ステーション建設、
道路整備

H25 16 億 1,970 万円 立山北部小学校建設、武道館建設、小学校空調整備、道路整備

H26 7 億 7,650 万円 消防救急無線デジタル化、かがやき保育園建設、道路整備

H27以降の町の地方債の新規発行額 主な充当事業

H27 2 億 6,400 万円 小中学校屋内運動場耐震化、道路整備

H28 3 億 8,600 万円 消防団高野・大森・利田分団詰所建設、道路整備

H29 4 億 7,840 万円 まちなかファーム建設、小中学校トイレ等改修、道路整備
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　特集２：浄化槽設置管理事業特別会計

　平成 30 年１月の立山町行財政改革会議からの提言を受け、大型公共事業である下水道事業について見直しま
す。平成 30 年４月から整備対象区域の住宅所有者等 ( 個人 ) の申請を経て、立山町が浄化槽を設置及び維持管
理する事業に取り組むことにより、生活排水による水質汚濁を防ぎ、生活環境の保全と地域公共衛生の向上を目
指します。

　池田、六郎谷、目桑、谷、伊勢屋、長倉、小又、松倉、座主坊、吉峰野開、横江、天林集落の住宅
　（新築の住宅含む）　※計 12 集落

　浄化槽法で定められた維持管理は、町が行います。
　また、当事業開始前に設置された浄化槽の維持管理は、個人で行っていただきます。ただし、当事業で設置す
る浄化槽と同等である場合は、町が維持管理を行うことができます。
　なお、浄化槽設置から15年経過後は、浄化槽を住宅所有者等(個人)へ譲渡し、維持管理を行っていただきます。

　人槽（容量）にかかわらず、一律 230,000 円【税込、下水道事業と同額】

　▶基本料金 (10 ㎥以下の分 ) ⇒ 1,512 円 ( 税込 )
　▶超過料金 (10 ㎥を超える分 )
　　⇒１㎥につき 172 円 80 銭 ( 税込 )
　※１か月、水道水使用の場合
　　【人槽（容量）によらず、下水道事業と同額】

〇町で施工するもの
　▶浄化槽本体　▶浄化槽本体から１ｍ以内の配管　▶ブロア本体及び空気配管
〇個人で施工いただくもの
　▶宅内と浄化槽の接続管　▶浄化槽から水路までの放流管

●浄化槽設置管理事業とは

●整備対象(平成30年度)

●維持管理

●分担金

●使用料

●工事の負担区分

浄化槽設置管理事業の設置工事費は、下水道事業の
４分の１～５分の１程度で施工可能です。
　〇下水道事業による設置 ( 平成 28 年度実績 )
　　→約 5,700,000 円 / 件
　〇浄化槽設置管理事業による設置
　　→約 1,100,000 円～ 1,300,000 円 / 件

　特集３：地域福祉計画
　地域福祉計画は、第９次立山町総合計画を上位
計画とし、高齢者・障害者・児童・健康づくり等
の分野別計画を推進・補完する福祉分野の総合的
な計画として位置づけられており、計画期間は平
成 34 年度までの５年間です。
　「地域福祉」とは、行政等による支援やサービ
スだけでは手の届きにくい部分を、住民や民間事
業所、関係団体などが、“誰もが住み慣れた地域
で幸せに暮らせるまちづくり” のために、共に考
え、連携協働する仕組みづくりや関係をつくって
いくことです。
　本計画は、町内全地区で開催した福祉懇談会や
住民アンケート調査等により、地域の課題、不安、
町民の意識や実態等を把握し、町の福祉に関わる
関係団体とも充分に現状や課題を共有した上で、
協議 ･ 検討を行い、実効性の高い計画として策定
しました。

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

42.9％

41.5％

34.8％

28.9％

25.7％

23.7％

21.7％

18.0％

6.0％

2.5％

4.3％

在宅介護を支えるサービスの充実

住民がお互いに助け合えるまちづくり

公共交通網の整備・充実

支援を行う人や気軽に相談できる人の増員

子ども・子育て世帯に対するサービスの充実

地域での交流の場の充実

助成金・手当てなど金銭的な援助

個人の自立を支援するサービスの充実

ボランティア団体など市民活動への援助

その他

無回答

(複数回答 )

※平成 29 年　住民アンケート調査（回答者数：672 人）

これからの立山町の福祉は何に重点を置くべきか

地域福祉の推進

共助
互助

自助

公助

〇例えば…
健康づくりに
取り組みます

〇例えば…
回覧板を手渡しして、
一人暮らしの高齢者を
見守ります

公的サービスや
専門的な支援を
提供します

〇例えば…
家族で助け合って
子育てします
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　特集４：搾汁施設「ぎゅっと。立山フルーツ Five-Star Studio」

　また、地域福祉活動の中核的組織である立山町社会福祉協議会でも地域福祉活動計画を策定しており、町と町社
会福祉協議会が “車の両輪” のような関係となって、相互に連携・協力して事業の推進にあたります。
　「“地域” の助け合いによる “福祉” のまちづくり」の推進にあたっては、自助、共助・互助、公助の一体的、複
合的な機能の充実に向けて、行政はもちろんのこと住民・民間事業者・関係団体の皆様の連携・ご理解が不可欠で
すので、ご協力をよろしくお願いします。

事業名　　　ぎゅっと。立山フルーツ　Five-Star　Studio 整備事業
事務事業名　ぎゅっと。立山フルーツ　Five-Star　Studio 整備事業　担当課　企画政策課

↑町産ラ・フランスを使用したジュース

事業の概要　
　立山ブランドに認定されている、上東果樹生産組合のラ・フランスジュースは、アルペンルートでの販売、ギ
フトなど特定の顧客を確保し、好評を得ています。しかし、ジュースの製造施設が県内にないため、長野県の工
場まで果実を持ち込まなければならないことから、時間と費用がかかることが課題でした。
　今回、これらの課題を解決するため、上東体育館の未利用の部屋に搾汁からビン詰めまでを一貫して生産する
ジュース製造施設を整備することを計画したものです。建設の事業主体は町となりますが、運営は、農産物の営
農指導等の生産支援体制や販路、経営ノウハウを持っているアルプス農業協同組合に携わっていただく方向で調
整しています。
　また、果実については、ラ・フランスのほか、桃、リンゴ、ゆず、ベリー類や野菜など、町内だけでなくアル
プス農業協同組合管内からも一定量確保することで、季節を通じた運用とし、大手企業ほどの施設規模ではない
ため、小ロット、多品種な産地の特色を活かしたジュースとする計画です。

総事業費 8,100 万円
事業費内訳
　ジュース製造施設整備費 
　　（設計・監理費、工事請負費）

8,080 万円

　その他 20 万円
財源内訳
　国の補助 4,000 万円
　地方債
　　（うち国の負担分

4,000 万円
2,000 万円）

　町の負担（一般財源） 100 万円

基本的な視点

基本目標

１．地域福祉の主体は住民一人ひとりである
２．地域の強みや抱える課題を認識・共有する
３．地域の取り組みを充実・拡大し、
　　持続的な体制・仕組みづくりを考える
４．地域福祉に関わる多様な主体が相互理解を深める
５．「孤立しない・させない」共生 の地域づくりを強化する
６．住み慣れた地域で安心して暮ら続けることをサポートする
７．地域への参画はまず自分の健康から
８．ニーズに適応した福祉サービスを利用しやすく

１．支え合い・助け合いが活発な地域づくり

２．地域福祉の担い手を育てる地域づくり

３．安全・安心に暮らせる地域づくり

４．いつまでも健康でいきいきと暮らせる地域づくり

５．福祉サービスが充実した地域づくり

基本理念
誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる
　　　　　　　　支え合いのまちづくりを目指して

事業名　　　地域防災対策事業
事務事業名　弥陀ヶ原火山防災避難計画策定事業　担当課　総務課

事業の概要　
　弥陀ヶ原火山の火山噴火から観光客、登山者及び
地域住民等の生命・財産への被害を回避・軽減する
ため「弥陀ヶ原火山防災避難計画」を策定します。

総事業費 460 万円
事業費内訳
　弥陀ヶ原火山防災避難計画策定業務委託 460 万円
財源内訳
　町の負担（一般財源） 460 万円

事業名　　　地域防災対策事業
事務事業名　業務継続計画策定事業　担当課　総務課

事業の概要　
　地震等大規模災害が発生した場合に、立山町が災
害応急対策や災害からの復旧・復興対策の主体とし
て重要な役割を担うことになります。こうした災害
時であっても継続して行うべき通常業務を抱えてい
ますが、役場電子システムの不具合や庁舎の崩壊な
どにより通常業務ができなくなることが想定されま
す。このような状況になった場合に備え、応急業務
及び業務継続の優先度の高い通常業務を特定し、「立
山町業務継続計画」を策定します。

総事業費 540 万円
事業費内訳
　業務継続計画策定委託 540 万円
財源内訳
　町の負担（一般財源） 540 万円

防災・消防・安全対策の強化

事業の PR
　立山町業務継続計画を作成することにより、次の
３つの効果が得られます。
①業務の優先順位と目標復旧時間を設定するため、
　実践可能な計画となります。
②部門ごとの縦割りを解消し、総合力が発揮できる
　ようになるため、組織としての対応力の向上に努
　めます。
③あらゆる状況を想定し、いろいろな視点からの対
　応策を事前に講じることにより様々な事態に応じ
　た対応策の選択肢を持つことができます。

事業の PR
　近年、日本各地で火山活動が活発化しています。い
つ噴火するか分からない弥陀ヶ原火山の噴火に備える
ために、火山防災避難計画を作成し、観光客、登山者
及び地域住民等の被害を最小限に抑えます。

↑住民避難訓練の様子
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事業の概要　
　ＬＥＤ防犯灯の設置に対し、費用の一部を補助し
ます。
　設置後の電気代、修理費等の維持管理に要する経
費は設置者の負担となります。

事業の PR
　夜間における犯罪防止や交通安全を目的にＬＥＤ防犯灯を設置・
維持管理する町内会等に対し、設置に係る費用の一部を補助します。

総事業費 50 万円
事業費内訳
　LED 防犯灯補助金 50 万円
財源内訳
　町の負担（一般財源） 50 万円

設置方法 補助率 補助限度額

既設の柱に共架する場合

設置費用の 1/2

11,000 円

柱（鋼管ポール）を
新設する場合

70,000 円

※補助額に端数がある場合、100 円未満は切り捨て

事業名　　　防災行政無線管理事業　　　担当課　総務課
事務事業名　①防災行政無線（同報系）音達調査事業　②防災行政無線（同報系）親卓機器更新

②防災行政無線（同報系）親卓機器更新①防災行政無線（同報系）音達調査事業
事業の概要　
　町内６０か所に設置した防災行政無線の屋外拡声
子局スピーカーから各地区への音の伝わり方を調査
し、災害時の確実な情報伝達が実施できる環境を整
備します。

事業の概要　
　立山町防災行政無線（同報系）の耐用年数の経過
により、設備の一部を更新します。

事業名　　　地域防犯推進事業
事務事業名　防犯灯設置補助事業　担当課　住民課

事業の PR
　防災行政無線の屋外拡声子局全局のスピーカーか
ら聞こえる音の到達状況を調査し、その範囲のシ
ミュレーション図を作成します。作成後、調査結果
に基づいた防災行政無線の音達エリア改善計画を策
定します。

事業の PR
　立山町防災行政無線の主要設備である親卓機器が
停止すると、防災行政無線自体の運用が停止します。
一度にすべてを更新すると費用負担が大きいため、
必要な設備を順次更新し、コストを削減することで、
町防災行政無線の適正な管理運用に努めます。

総事業費 583 万円
事業費内訳
　防災行政無線（同報系）音達調査業務委託 583 万円
財源内訳
　町の負担（一般財源） 583 万円

総事業費 4,400 万円
事業費内訳
　防災行政無線（同報系）親卓機器購入費 4,400 万円
財源内訳
　地方債
　　（うち国の負担分

3,300 万円
990 万円）

　町の負担（一般財源） 1,100 万円

事業名　　　公園施設整備事業
事務事業名　単独公園施設整備事業　　担当課　建設課

事業の概要　
　集中豪雨による道路の冠水など、市街地での水害を減らすために、公園からの雨水が道路などに一気に流れ出
ないよう、前沢中央公園の西側広場を舗装から芝生へと改修します。

総事業費 1,263 万円
事業費内訳
　前沢中央公園広場緑地化等 700 万円
　公園用地費償還金 513 万円
　公園修繕料 50 万円
財源内訳
　町の負担（一般財源） 1,263 万円

事業名　　　消防施設整備事業
事務事業名　①消防団釜ヶ渕分団詰所建設事業　②消防団用消防ポンプ自動車購入事業
担当課　　　消防署

①消防団釜ヶ渕分団詰所建設事業 ②消防団用消防ポンプ自動車購入事業
事業の概要　
　大規模災害時の活動の拠点として、また地域住民
との連携を強化する上で、重要な役割を果たす消防
団詰所の整備と機能強化のため、老朽化した釜ヶ渕
分団詰所を釜ヶ渕公民館西側の隣接する場所に移転
改築します。

事業の概要　
　地域住民の安心・安全の確保に大きな役割を果た
す消防団に対し、安全かつ迅速な活動を推進するた
め、消防ポンプ車を更新計画に基づき整備し、消防
機械器具の充実と強化に取り組みます。

事業の PR
　消防団詰所は、消防団活動の拠点です。消防団活
動がしやすい環境づくりを目指して老朽化した詰所
を順次整備し、町民の安心・安全を守ります。　

事業の PR
　消防団は、「自らの地域は自らで守る」という郷
土愛護の精神に基づき、消火・防災活動はもとより、
啓発活動など幅広い分野で地域防災の要として重要
な役割を果たしています。
　特に火災発生時における消火活動を効率的に行う
上で、消防車両を整備していくことは大変重要なこ
とであり、老朽化した車両を計画的に更新整備して
いきます。

総事業費 1,181 万円
事業費内訳

　建設事業解体費・設計費
　　※移転改築工事費は別途計上予定

1,181 万円

財源内訳
　地方債
　　（うち国の負担分

1,180 万円
826 万円）

　町の負担（一般財源） １万円

総事業費 1,112 万円
事業費内訳
　消防ポンプ自動車（車両本体） 1,100 万円
　消防ポンプ自動車（諸経費） 12 万円
財源内訳
　地方債
　　（うち国の負担分

1,100 万円
770 万円）

　町の負担（一般財源） 12 万円

↑緑地化する前沢中央公園の西側広場

↑ LED 防犯灯
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事業名　　　小学校施設建設等整備事業
事務事業名　新瀬戸小学校改修事業、ボルダリング壁設置事業　　担当課　教育課

事業の概要　
　町の避難施設に指定されている新瀬戸小学校（休校中）施設の一部を改修し、災害時の機能強化や避難者の環
境改善を目的としてシャワールームを設置します。
　また、現在使用していない新瀬戸小学校プール施設の解体と、小学校３校にボルダリング壁を設置します。

総事業費 2,298 万円
事業費内訳
　新瀬戸小学校シャワールーム設置工事 1,260 万円
　新瀬戸小学校プール解体工事 860 万円
　ボルダリング壁設置工事 140 万円
　その他 38 万円
財源内訳
　地方債
　　（うち国の負担分

1,260 万円
882 万円）

　町の負担（一般財源） 1,038 万円

事業の PR　「ボルダリング」で体力アップ！
　立山町では、立山山麓森林組合の協力を得て、立山杉の間伐材を活用したボルダリング壁を小学校に設置し
ています。「ボルダリング」とは、岩や石を登るスポーツのことです。町内各小学校では、安全対策を施したホー
ルド部に手足を置き換えながら、全長 10 メートルほどの壁を横に渡ることで、子どもたちの運動機能の向上
と体力アップに取り組んでいます。今年度は、未設置の小学校にボルダリング壁を設置します。

　私たちが出すごみのうち、燃やせるごみは富山地区広域圏クリーンセンター（末三賀）、燃やせないご

みは富山地区広域圏リサイクルセンター（富山市辰尾）、資源ごみは町環境センター（上金剛寺）に運ば

れます。燃やせるごみの処理には、焼却費用のほか、人件費や施設の修繕費などが必要で、１ｔ当たり約

25,000円（１㎏当たり約25円）の経費がかかります。

　現在、町民１人が出す燃やせるごみの量は年間約 210 ㎏、１日に換算すると約 575 ｇになります。

このうち、40ｇ（およそタマゴ１個分）を町民全員が毎日減らすと、年間で 387ｔの削減になり、ご

み処理費用が年間約970万円も節約できます。

町の人口
（４月１日現在）

燃やせる
ごみの処理量

（年間）

1 人当たりの
燃やせるごみの量

（年間）

Ｈ 26 27,126 人 5,670 ｔ 209kg

Ｈ 27 26,875 人 5,708 ｔ 212kg

Ｈ 28 26,660 人 5,575 ｔ 209kg

Ｈ 29 26,497 人 5,577 ｔ 210kg

生ごみの約 80％は水分と言われて
おる。ごみ袋に入れる前に水気をき
ちんと切れば、40g の減量なんて
すぐじゃ。水分が少なくなれば、効
率よく焼却ができて、さらに経費が
浮くのじゃ。一石二鳥じゃのぅ。

知っていましたか？～身近な暮らしの豆知識～
ごみ処理料金

知っていましたか？～身近な暮らしの豆知識～

子育て支援の拡充・三世代同居の促進
事業名　　　移住定住推進事業
事務事業名　三世代住宅取得支援補助金　　担当課　企画政策課

事業の概要　
　三世代住宅取得支援補助金は、三世代同居の促進
と人口減対策を目的に新設した補助金であり、同一
敷地内での住宅取得も対象としています。この補助
金は、住宅金融支援機構と連携しており、住宅金融
支援機構フラット 35 住宅ローンの金利も、当初の
５年間 0.25％引き下がる制度が利用できます。

総事業費 300 万円
事業費内訳
　三世代住宅取得支援補助金 300 万円
財源内訳
　町の負担（一般財源） 300 万円

事業の PR
【対象】
①中学生以下の子どものいる世帯
②妊婦のいる世帯

【補助金額】　
住宅取得費用（建築・購入）に対して 30 万円（定額）

【要件】
①総工事費もしくは購入費が 100 万円以上であること。
②住宅部分の床面積が 70 ㎡以上あること。
③補助金の交付決定日以降、５年以上同居すること。
④過去に本補助金の交付決定を受けていないこと。
⑤他の補助金・助成金の交付等を受けていないこと。
　（立山町環境保全型住宅設備
　　　　普及・リフォーム促進事業補助金を除く）

立山町は、予防接種法に基づく定期予防接種を行っています。
これにより、細菌やウイルスによる病気や感染の拡大を予防します。

予防接種の種類（無料）
ジフテリア、百日咳、破傷風、急性灰白髄炎 ( ポリオ )、麻しん（はしき）、風しん、日本脳炎、結核 (BCG)、
ヒブ感染症、小児用肺炎球菌感染症、ヒトパピローマウイルス感染症、水痘、B 型肝炎
▶２か月児を対象とした２か月児訪問時に、保護者の皆さまに「予防接種手帳」を
　お渡ししています。
▶定期予防接種には、接種期間や接種間隔がありますので計画的に接種を受けましょう。
▶母子健康手帳の「予防接種の記録」を確認しながら進めましょう。
▶予防接種を受ける前には「予防接種と子どもの健康」を必ずお読みいただき、
　お子さんの体調にあわせて受けましょう。
※任意接種としてインフルエンザ予防接種があります。対象者は３歳～中学３年生までで、
　１回 1,800 円の補助があります。

子どもを対象とする予防接種

↑予防接種手帳

予防接種
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予防接種の種類
インフルエンザ（自己負担額 1,500 円）、肺炎球菌感染症（自己負担額 3,000 円）
▶接種時期に合わせて、対象の方に予防接種予診票を送付しますので、町内指定医療機関で
　接種を受けてください。インフルエンザや肺炎を予防し、重症化を防ぐために予防接種を受けましょう。

高齢者を対象とする予防接種
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総事業費 194 万円
事業費内訳
　福祉医療費請求書
　電子データ化委託料

194 万円

財源内訳
　町の負担（一般財源） 194 万円

総事業費 ３万円
事業費内訳
　まちなか総合ケアセンター内
　病児保育室利用タクシー代補助金

３万円

財源内訳
　町の負担（一般財源） ３万円

現
行

受給資格証 用紙の色 利用できる医療機関等
重度心身障害者等医療費

受給資格証（重度） 青 富山県内
重度心身障害者等医療費

受給資格証（軽度） 黄 富山県内

こども医療費受給資格証 ピンク 立山町、富山市、上市町、滑川市、
舟橋村（富山広域連携中枢都市圏内）

ひとり親家庭等医療費
受給資格証 緑 富山県内

平
成
31
年
４
月
以
降

受給資格証 用紙の色 利用できる医療機関等
重度心身障害者等医療費

受給資格証（重度）
廃止

（受給資格証
＆

保険証提示）

富山県内
重度心身障害者等医療費

受給資格証（軽度） 富山県内

こども医療費受給資格証 立山町、富山市、上市町、滑川市、
舟橋村（富山広域連携中枢都市圏内）

ひとり親家庭等医療費
受給資格証 富山県内

事業名　　　障害者医療費支給事業、児童福祉医療費支給事業
事務事業名　障害者医療費助成事業、乳幼児妊産婦医療費助成事業、ひとり親家庭等医療費助成事業
担当課　　　住民課

事業名　　　保育所運営事業
事務事業名　まちなか総合ケアセンター内病児保育室利用タクシー代補助金
担当課　　　健康福祉課

事業の概要　
　富山県内において、平成 31 年度（時期未定）から障害者、こども、妊産婦、ひとり親家庭等に交付している
福祉医療費請求書（青色、黄色、ピンク色、緑色）の電子データ化を行い、医療機関等において、受給資格証と
保険証の提示のみで受診できるようにします。

事業の概要　
　富山市まちなか総合ケアセンターの、病児保育事業の「お迎え型病児保育」を利用した場合のタクシー代を助
成します。

事業の PR
　今後は福祉医療費請求書を役場に取りに来る手間が省かれ、
受給者の利便性の向上が期待されます。また、福祉医療費請求
書の作成や交付事務の負担が軽減されるため、人件費の削減に
もつながります。
　この医療費助成制度は皆さんの貴重な税金で実施していま
す。安定的な運営のためにコンビニ受診、はしご受診を行わな
いように引き続き適正な利用にご協力をお願いいたします。

事業の PR
　お子さんが体調を崩したとき、仕事の都合などで
家庭保育ができない場合に、富山市まちなか総合ケ
アセンター内の病児保育室で、通常の病児保育とお
迎え型病児保育を利用することができます。

ピンクの紙がな
くても、お医者
さんに行けるよ
うになるのね。

事業名　　　地域児童育成事業
事務事業名　孫守り推奨補助金　
担当課　　　健康福祉課

事業の概要　
　就労等により日中保育できない親に代わり、保育所等に預けずに低年齢児（０、１、２歳）の保育を行う祖父
母を孫守り認定し、補助金を交付します。

総事業費 515 万円
事業費内訳
　孫守り推奨補助金 515 万円
財源内訳
　町の負担（一般財源） 515 万円

事業の PR
　祖父母と触れ合うことにより、子どもたちの情緒
の安定につながります。また、保育所で０歳児のお
子さまをお預かりすると、月額約 17 万円の費用が
かかることから、財政的な軽減にもつながります。
そのため、小さいうちはできるだけ祖父母に預かっ
てもらいたいと始めた事業です。交付要件

【条件】　
①祖父母、保育対象児童のいずれも町内に住
　所を有すること。
②３か月以上継続して孫守りができること。
③保育対象児童の親が昼間に自宅以外の場所
　で就労していること。
④保育対象児童と祖父母が同一世帯として住
　民登録されていること（別居の場合は補助
　金額は半額となります。）。
※①～④の全ての要件を満たす必要がありま
　す。

年齢 同居の場合 別居の場合
０歳 ６万円 / 月 ３万円 / 月

１歳 ４万円 / 月 ２万円 / 月
２歳 ２万円 / 月 １万円 / 月

補助金額

※生後６か月～満３歳までが補助対象となります。

総事業費 20 万円
事業費内訳
　産後ケア応援室利用助成金 20 万円
財源内訳
　町の負担（一般財源） 20 万円

事業名　　　産後ケア事業
事務事業名　産後ケア応援室利用料助成事業
担当課　　　健康福祉課

事業の概要　
　富山市まちなか総合ケアセンターにおける「産後ケア応援室」を利用した場合、その利用料の一部を助成します。

事業の PR
　「産後ケア応援室」は、出産後、急激な体調の変化
がある中で慣れない育児に奮闘しているお母さんに寄
り添いながら、お母さんが明るい気持ちで子育てでき
るよう助産師がサポートする施設です。
　利用対象者は、立山町に住所がある、おおむね産後
４か月までのお母さんとそのお子さんで、お母さんの
心身のケアやお子さんのケア、子育て相談、授乳相談、
もく浴指導等の支援を受けることができます。
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みんなは孫守り補助金を知ってお
るかの？
子どもが小さいうちは、家族と過
ごしてほしいのじゃ。
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事業名　　　奨学資金支援事業、奨学金給付事業、米百俵基金積立金事業
事務事業名　奨学金給付事業、奨学金返済応援補助事業、利子・保証金補給事業　担当課　教育課

事業の概要　
　高校や大学などへの進学を支援し、立山町の未来を担う優秀な人材を育成するために、奨学金の給付や教育ロー
ン等への補助を行います。
　奨学金給付事業については、高校生奨学金に加え、生活に困窮した大学生と大学生等の海外大学留学への奨学
金を新設しました。
　また、昨年度から認定者の募集を行っている奨学金返済応援補助金は、高校や大学などに進学するため教育ロー
ン等を借りた方を対象として、学校を卒業後、就労し立山町に住み続けること等を条件に、就職後に発生する返
済額の最大 5 割を、10 年間に渡り補助する制度です。
　この奨学金返済応援補助金の財源とするため、町では、個人や企業等からのご寄附や町一般財源等を計画的に
米百俵基金に積み立て、将来の財政支出に備えています。

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,729 万円
事業費内訳
　高校生への奨学金給付 288 万円

　生活に困窮した大学生への奨学金給付 240 万円

　大学生等の海外大学留学への奨学金給付 50 万円

　教育資金融資等の利子・保証金への補給金 60 万円

　奨学金返済応援補助金
平成 32 年度
から支出予定

　米百俵基金積立金事業 1,091 万円
財源内訳
　基金（増田道成・フサエ夫妻奨学基金） 578 万円
　基金（ふるさとづくり推進基金） 860 万円
　　※平成 29 年度ふるさと納税・企業版ふるさと納税分
　町の負担（一般財源）　 291 万円

事業の PR
米百俵基金へのご寄付をお願いします
　奨学金返済応援補助金の財源とす
るため、個人や事業所からのご寄付
やふるさと納税を積み立てていま
す。 

立山町の奨学金・就学支援事業一覧                                       　　　　　　※青字は新規事業

事業名称 支援の方法等 高等
学校

高等専門学校
専門
学校

短期
大学 大学 大学院１年～３

年
４・５年

【奨学金給付】
立山町奨学資金給与

（高校生等）

【給付】
8,000 円 / 月

〇 〇 － － － － －

【奨学金給付】
立山町奨学資金給与

（生活困窮大学生等）

【給付】
入学金・年間授業料

相当額として 150 万円以内
－ － 〇 － 〇 〇 〇

【奨学金給付】
大学生等の海外大学留学

奨学資金給与（海外留学支援）

【給付】
海外留学奨学金として

50 万円以内
－ － 〇 － 〇 〇 〇

【教育ローン等の一部補助】
立山町奨学金返済応援補助金

【教育ローン等返済額の補助】
県外大学生の場合

上限 12 万円 / 年× 10 年
＝ 120 万円（最大）

〇 〇
〇

県外
のみ

〇
県外
のみ

〇
県外
のみ

〇
県外
のみ

－

【教育ローン等の一部補助】
立山町奨学資金融資等に係る

利子補給金・補給金補給金の交付

【年間に支出した利子額・
補給金額の補助】
上限 5 万円 / 年

〇 〇 〇 〇 〇 〇 －

移住・定住の推進
事業名　　　移住定住推進事業
事務事業名　移住定住事業補助金
担当課　　　企画政策課
事業の概要　
　県外からの転入者に対する補助を拡充し、県内・町内在住者に対する補助を新設しました。県内・町内在住者
に対して新設する補助は、賃貸住宅にお住まいの方が、戸建て住宅の新築（里山地区のみ）・中古住宅の取得に
よるリフォームを対象としています。
　リフォームは、町空き家情報バンクに物件登録されていることが条件であり、移住定住対策と空き家対策を兼
ねた制度となっています。

総事業費 700 万円
事業費内訳
　移住定住事業補助金 700 万円
財源内訳
　町の負担（一般財源） 700 万円

事業の PR
▶県外から移住・定住するにあたり、既存住宅をリ
　フォームする場合は、補助金の上限額が大きくな
　ります。
　さらに、「子育て世帯」または「若年夫婦世帯」（と
　もに要件あり）の場合には、加算額（定額 25 万
　円）があります。
▶立山舟橋商工会に加入する建築業者等が施工をす
　る場合、さらに補助金額の加算（上限額 10 万円）
　があります。

移
住
予
定
地

里
山
地
区

里
山
地
区
以
外

新築・増築

該当

該当

　※該当の場合は、別途加算要件があります。
　　（最大35万円増額）

立山町へ移住される方（転入前に５年以上富山県外で在住の方）

該当

新築・増築

該当

定
住
予
定
地

里
山
地
区

里
山
地
区
以
外

新築・増築 該当

該当

該当

　※該当の場合は、別途加算要件があります。
　　（最大10万円増額）

新築・増築

立山町に定住される方（県内・町内在住者の内、賃貸住宅にお住まいの方）
※ただし、中学生以下の子どもがいる世帯か
　　　　　合計年齢80歳以下の夫婦世帯　に限ります。

非該当

移住定住事業補助金フローチャート

＜里山地区の対象となる行政区＞
上段地区（一部）･･･ 末上野、小林、上宮、 中林、 上末、池田、上瀬戸、下瀬戸、 芦見、下沢
東谷地区（全部）･･･ 四谷尾、谷口、虫谷、白岩、六郎谷、目桑、谷、伊勢屋、長倉、小又、松倉、
　　　　　　　　　　座主坊
立山地区（一部）･･･ 栃津、東中野新、 横江野開、横江、天林、千垣、芦峅寺、千寿ヶ原、
　　　　　　　　　　芦峅寺太子塚分区
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事業名　　　工場誘致対策事業
事務事業名　企業立地奨励補助・地域開発事業特別会計への繰出金　担当課　商工観光課
事業の概要　
　地域産業の振興、雇用機会の拡大、地域の活性化、税収の確保など町の発展に資する工場誘致の推進に努め、
一定の条件を満たす企業が町内に工場等を設置する場合に、用地・建物・設備の取得に要する経費に対して助成
しています。あわせて、企業用地、立地環境の PR をしています。

　水道料金の計算式は次のとおりです。

(基本料金＋メーター使用料＋超過料金 )×消費税 (1.08) ＝水道料金（月額）

水道料金はどうやって決まる？

　水道事業がある富山県内の自治体
では中位。全国平均よりも少々安価
な水道料金です。

立山町の水道料金は高い？

用途 基本水量 基本料金 超過料金（１㎥につき）
家庭用 10 ㎥ / 月 1,288 円 / 月 149 円

口径 使用料
13 ㎜ 100 円 / 月
20 ㎜ 138 円 / 月

水道（町内全域） メーター使用料

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
6,841

4,578

3,715
3,376 3,348 3,228 3,132 3,132 3,108 2,980 2,970

2,640
2,268

1,852
1,642

853

（円）

全
国
最
高

氷
見
市

小
矢
部
市

高
岡
市

射
水
市

全
国
平
均

南
砺
市

上
市
町

立
山
町

富
山
県
平
均

砺
波
市

魚
津
市

富
山
市

滑
川
市

黒
部
市

全
国
最
低

引用：富山県の水道　平成30年３月号

総事業費   　　　　   　  　　　　２億 4,670 万円

事業費内訳
　従業員転入促進奨励事業補助金（企業へ） 30 万円

　従業員転入応援奨励事業補助金（従業員へ） 60 万円

　企業立地奨励補助金 ２億 4,408 万円

　地域開発事業特別会計への繰出金 47 万円

　その他 125 万円
財源内訳
　県の補助 １億　 124 万円
　基金（地域雇用創出推進基金） １億 4,374 万円
　町の負担（一般財源） 172 万円

知っていましたか？～身近な暮らしの豆知識～
水道料金

事業名　　　給食センター運営事業
事務事業名　給食センター運営事業、学校給食活用事業　担当課　教育課

事業の概要　
　町内の小中学校に通う児童・生徒等のため、１日当たり約 2,300 食の給食を提供します。
　学校給食では、地産地消の推進や郷土料理の伝承に取り組んでおり、町内産のコシヒカリを使った米飯給食を
週４日、米粉から作ったパン給食を週１回提供しています。郷土料理の伝承については、給食提供だけではなく、
レシピを紹介したパンフレットを作成・配布することで、ご家庭でも郷土料理を味わっていただき、食育の推進
に取り組みます。

総事業費 1 億 193 万円
事業費内訳
　調理に係る費用（委託分） 5,475 万円
　配送に係る費用（委託分） 1,620 万円
　給食センター施設に係る費用 2,287 万円
　その他 811 万円
財源内訳
　県の補助 253 万円
　食材購入資金貸付金 100 万円
　町の負担（一般財源） 9,840 万円
　　※食材費は全額、保護者の皆さんが　
　　　負担する給食費で賄われています。

事業の PR
　立山町学校給食センター（立山町向新庄）では、
施設見学を実施しています。施設見学後には、栄
養教諭による指導を受けながら、その日の給食を
食べることができます。（要予約・実費徴収）
　　　　　問学校給食センター　 ☎ 462-0494

事業名　　　スクールバス運行事業
事務事業名　スクールバス購入事業　担当課　教育課

事業の概要　
　老朽化したスクールバス（平成８年式）の更新を
行います。

総事業費 968 万円
事業費内訳
　役務費 10 万円
　備品購入費 955 万円
　公課費 ３万円
財源内訳
　国の補助 370 万円
　町の負担（一般財源） 598 万円

事業の PR
　現在、立山小学校や岩峅保育所の芦峅・千垣方面、
立山中央小学校の金剛寺方面で使用している紫色の
スクールバスを、児童・生徒がより安全に通学でき
るように更新します。

更新するバス（右）↑

↑おいしい給食を、ぜひ一度食べ
てみてください。

学校教育環境の充実 目
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事業の PR
　町では、下記のとおり助成を行い、企業立地に
併せた、従業員の転入を奨励しています。
　 区分 助成対象 助成金額

従業員転入促進
奨励事業補助金

工場等の新設者
又は増設者

転入した従業員
1 人につき 10 万円

をかけた額

従業員転入応援
奨励事業補助金

転入した従業員 20 万円
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事業名　　　語学指導外国語青年招致事業
事務事業名　ＡＬＴ配置事業　担当課　教育課

事業名　　　放課後子ども教室推進事業
事務事業名　放課後子ども教室推進事業　担当課　教育課

事業の概要　
　グローバル化に対応した英語教育の更なる充実を
図るため、小中学校に外国人講師（外国語指導助手
＝ＡＬＴ）を配置します。

事業の概要　
　子どもたちが放課後を安全・安心に過ごし、様々な
体験や活動ができる機会を提供します。学校の余暇教
室等を活用し、小学生には、地域住民等による放課後
の学習支援や文化・スポーツ体験等の機会を提供する

「放課後子ども教室」、中学生には、教員ＯＢや大学生
などの協力による学習支援を行う「中学校放課後学習
教室」を実施しています。

総事業費 981 万円
事業費内訳
　人件費 750 万円
　使用料 96 万円
　負担金 20 万円
　その他 115 万円
財源内訳
　住宅借上負担金 54 万円
　町の負担（一般財源） 927 万円

総事業費 798 万円
事業費内訳
　放課後子ども教室推進事業委託料 798 万円
財源内訳
　国の補助 266 万円
　県の補助 266 万円
　町の負担（一般財源） 266 万円

事業の PR
　町では、小学５、６年生の英語の教科化を見据え、
小学３年生から６年生に外国語活動の時間を取り入
れており、また英語学習指導のため、ＡＬＴ２名を
配置しています。

↑小学校の放課後子ども教室

↑雄山中学校放課後学習教室

事業名　　　国民健康保険事業特別会計
事務事業名　国民健康保険事業　担当課　住民課

事業の概要　
　国民健康保険に加入している方が、安心して医療サービスを受けられるように医療費等を補助します。
　また、生活習慣病の予兆を早期発見するために特定健康診査を実施しています。

総事業費 21 億 3,700 万円
事業費内訳
　保険給付費 15 億 1,614 万円
　国民健康保険事業費納付金 ５億 5,802 万円
　保健事業費 2,566 万円
　その他 3,718 万円
財源内訳
　国民健康保険税 ４億 3,354 万円
　県の補助 15 億 4,741 万円
　一般会計繰入金 １億 4,369 万円
　繰越金 1,000 万円
　その他 236 万円

事業の PR
　生活習慣病は初期段階では自覚症状が少なく、気
づいたときには重症化していることもある恐ろしい
病気です。毎年必ず特定健康診査を受診しましょう。
　今年度は、国民健康保険加入（40 歳以上）の方
の集団検診を予定しています。6月から9月までに、
医療機関で特定健康診査を受けられなかった方は、
ご利用ください。
集団検診日程：11月 11日㈰、11月 22 日㈭
　社会保険に加入の方は、加入の保険者（健康保険
証で確認できます。）へお問い合わせください。

5 億
5,655 万円

16 億
5,239 万円

平成23年度

5 億
8,108 万円

17 億
8,488 万円

平成24年度

6 億
1,449 万円

17 億
7,930 万円

平成25年度

医療費への
給付額は
依然高額！

：国保税収納額

増加し続ける国保の医療費

　加入者数は減少しておるが、１人当たり
の医療費は増加傾向にあるんじゃな。国民
健康保険税の収入に比べて、医療費への給
付額（支出）の方がずっと多いのぅ。
　医療費の増加を抑えるためにもみんなが
健康であることが一番じゃ。健診の受診や
ジェネリック医薬品の利用を心がけたい
のぅ。

【医療費への給付額と国保税収納額の推移】

【国保加入者と 1 人当たり医療給付額の推移】

26 万
3,833円

28 万
8,582円

29 万
7,046 円

31万
4,425 円

32 万
1,595 円

31万
6,456 円

：1 人当たりの医療給付額 ：国保加入者数

6,263 人 6,185 人
5,990 人

5,777 人
5,502 人

5,201人

5 億
9,058 万円

18 億
1,644 万円

平成26年度

5 億
3,100 万円

17 億
6,942 万円

平成27年度

5 億
2,822 万円

16 億
4,589 万円

平成28年度

H23 H24 H25 H26 H27 H28

：医療費への給付額

医療と福祉の充実 目
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知っていましたか？～身近な暮らしの豆知識～
健康づくりポイント事業

事業名　　　がん検診事業
事務事業名　がん対策推進事業、がん検診事業、がん検診受診勧奨事業　担当課　健康福祉課

事業の概要　
　がんの早期発見・治療を目的に集団がん検診
や医療機関での施設検診を実施しています。ま
た、がん検診受診率向上に向け、特定の年齢を
対象とした節目検診の実施やがん検診未受診者
への受診勧奨を実施しています。

総事業費 3,303 万円
事業費内訳
　各種検診委託料 3,088 万円
　健診案内等郵送料 100 万円
　健診票等印刷費 55 万円
　その他 60 万円
財源内訳
　国の補助 4 万円
　県の補助 105 万円
　検診自己負担金 170 万円
　町の負担（一般財源） 3,024 万円

事業の PR
　集団がん検診 Web 予約を開始しました！
　従来の電話での予約に加えて、平成 30 年度より町のホー
ムページからインターネット予約ができるようになりまし
た。ぜひご利用ください。
Web 予約対象のがん検診
　集団がん検診（胃がん検診、子宮がん検診、乳がん検診、
ヘリカル CT 肺がん検診）

集団がん検診Web予約　24時間受付中！！

（１）対象者：40歳以上で町に住所がある方

（２）ポイント付与期間：平成30年４月１日から12月末

　※商品交換期間は平成31年１月末まで

　商品はお好きなものを１つ、お選びいただけます！

・立山ブランド（500円相当）　

・立山吉峰温泉ゆ～ランドの入浴（１回無料）　

・プール･トレーニングジム（２時間無料）　・野菜（500円相当）

特定健康診査・がん検診の受診率の向上と健康づくりの推進を目的として
実施しています。ポイントを貯めると、素敵な健康づくり商品と交換できます。

事業の PR
　町の特定健康診査の対象の方は、6 月に緑色の封筒で受診
券を発送します。その中にポイントカードが同封されていま
す。その他、ご希望の方には町保健センターでカードをお渡
しします。ぜひご活用ください！詳しくは保健センターまで
お問い合わせください。
　　　　　　　　　　　　問保健センター　☎ 463-0618

気になったら、ＱＲコード
で簡単アクセスしてね！
健康づくりのお得な情報が
満載なの！

事業名　　　地方創生推進交付金（上東ブランド展開事業）
事務事業名　新瀬戸小学校利活用事業、大学等モニター合宿受入事業、
　　　　　　農産物加工品開発・試作事業　
担当課　　　企画政策課

事業の概要　
　上段地区の地域資源を活かしながら、新瀬戸
小学校（休校中）の利活用や地域の持続的発展
につなげるため、地元の郷土料理伝承研究会な
どによる農産物加工品等の開発や、旧校舎の利
活用に向けた取組みを実施します。

総事業費　　　　　　　 　　　    1,370 万円
事業費内訳
　空き校舎の利活用に係る経費 350 万円
　むらおこし会社の設立・運営に係る経費 150 万円
　地場産物の活用・販売に係る経費 400 万円
　その他 470 万円
財源内訳
　国の補助 685 万円
　町の負担（一般財源） 685 万円

地域振興・産業振興・農業振興・観光振興

事業名　　　中山間地域対策事業
事務事業名　耕作放棄地対策協議会農福商連携プロジェクト　担当課　農林課

事業の概要　
　耕作放棄地が増加する中、町内でもとりわけ中山間地や山村部においては、農業従事者の高齢化と担い手の減
少が進んでいます。そこで、優れた経営ノウハウを持つ民間企業の農業新規参入を契機に、社会福祉法人が連携
して人材を確保し、耕作放棄地でアロマの原材料（ラベンダーなど）を栽培します。

総事業費　　　　　　　 　　　 　　100 万円
事業費内訳
耕作放棄地対策協議会補助金 100 万円
財源内訳
　国の補助 68 万円
　県の補助 16 万円
　町の負担（一般財源） 16 万円

事業の PR
　立山町地域耕作放棄地対策協議会では、耕作放棄
地を活用した新たな営農を目指す農業従事者を支援
します。
　また、農地を再生するための草刈機やハンマーナ
イフを貸し出す制度もありますので、ぜひご活用く
ださい。
　　　　　　問立山町農業委員会事務局内
　　　　　　　立山町地域耕作放棄地対策協議会 
　　　　　　　　　　　　　　　  ☎ 462-9972

↑ラベンダー畑
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事業名　　　商工振興対策事業
事務事業名　立山町環境保全型住宅設備普及・リフォーム促進事業補助金　担当課　商工観光課

事業名　　　商工振興対策事業
事務事業名　立山町省エネ型給湯器切替推進支援事業補助金　担当課　商工観光課

事業の概要　既設の旧来型設備から高効率設備に交換した世帯等を対象に、設備の導入費用を助成します。

事業の概要　既設の旧来型設備から高効率設備に交換した世帯を対象に、設備の導入費用を助成します。

総事業費　　　　　　　 　　　200 万円
事業費内訳

　環境保全型住宅設備普及
　・リフォーム促進事業補助金 200 万円

財源内訳
　基金（立山町環境保全基金） 200 万円

総事業費　　　　　　　 　　　　　　150 万円
事業費内訳
　省エネ型給湯器切替推進支援事業補助金 150 万円
財源内訳
　基金（立山町環境保全基金） 150 万円

事業の PR
【申請期間】
　平成 30 年４月１日～平成 31 年２月 28 日
※予算がなくなり次第、受付終了。

【設置期間】
　平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 29 日

【対象となる施工業者】
　町内に本店、支店、営業所等の事務所を有する法
人および町内に住所を有する個人事業者

【要件】
　親、子、孫等を基本とする三世代以上の直系親族
　の各世代が同居または近居している方

※ペレットストーブ、薪ストーブは新規設置可。
※従来の補助金（三世代同居住宅設備環境保全化支
援事業補助金）の対象要件、対象設備、補助金額を
拡充しました。

事業の PR
【申請期間】
　平成 30 年４月１日～平成 31 年２月 28 日
※予算がなくなり次第、受付終了。

【設置期間】
　平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 29 日

【対象となる施工業者】
　町内に本店、支店、営業所等の事務所を有する法
人および町内に住所を有する個人事業者

【要件】
　75 歳以上の高齢者のみの住宅に居住する方

補助対象設備 対象
工事 補助率 1台あたり

上限額
ペレットストーブ※ 新規設置

交換工事

20％

６万円
薪ストーブ※

CO2冷媒
ヒートポンプ給湯器
（エコキュート）

交換
工事

10万円

潜熱回収型ガス給湯器
（エコジョーズ） ５万円

潜熱回収型石油給湯器
（エコフィール） ５万円

家庭用ガスエンジン給湯器
（エコウィル） 10万円

家庭用燃料電池
（エネファーム） 10万円

ハイブリッド給湯器 ８万円

補助対象設備 対象
工事 補助率 1台あたり

上限額
CO2冷媒

ヒートポンプ給湯器
（エコキュート）

交換
工事 2/3 15 万円

潜熱回収型ガス給湯器
（エコジョーズ）
潜熱回収型石油給湯器
（エコフィール）

家庭用ガスエンジン給湯器
（エコウィル）
家庭用燃料電池
（エネファーム）

ハイブリッド給湯器

事業名　　　称名地区管理事業
事務事業名　称名地区管理事業　担当課　商工観光課

事業の概要　
　町は、富山県が所有する称名道路（桂台～飛龍橋）の
通行規制や遊歩道（飛龍橋～称名橋）の維持管理を受託
しています。
　また、富山県が所有する称名平駐車場、滝見台、称名
平休憩所（展示館）についても、除雪作業を含む維持管
理も受託しています。

事業名　　　地方創生推進交付金（まちのど真ん中で活力創出人材育成事業）
事務事業名　まちなかから山村支援事業　担当課　商工観光課

事業の概要　
　日々の買い物にお困りの方（中山間地域や山村部等含む）
へ食料品や日用品等をお届けする買い物代行事業を、株式会
社たてやまが受託し実施します。
　高齢者世帯が増えていく中、見守りの役目も担いながら、
町では地域の実情を踏まえた継続可能な買い物支援サービス
の提供を引き続き検討していきます。

総事業費 260 万円
事業費内訳
　買い物代行事業委託料 260 万円
財源内訳
　国の補助 130 万円
　町の負担（一般財源） 130 万円

総事業費 995 万円
事業費内訳
　施設管理人及び誘導整理員賃金 568 万円
　称名滝周辺駐車場及び道路除雪業務 100 万円
　称名滝遊歩道安全柵等着脱業務 50 万円
　八郎坂登山道維持管理業務 　55 万円
　その他 222 万円
財源内訳
　県の補助 865 万円
　町の負担（一般財源） 130 万円

県道富山立山公園線
（富山県土木部）

県道弘法称名立山停車場線
（富山県土木部）

称名園地遊歩道
（富山県生活環境文化部）

遊歩道区間

事業の PR
【受付時間】
　９時 30 分～ 11 時 30 分

【配達時間】
　13 時 00 分～ 16 時 30 分

【営業日】
　月曜日～金曜日
※土曜日・日曜日・祝日・年末年始は休み

【料金】
　商品引き渡し時に現金でお支払い
　ください。
※別途配達手数料が、１店舗につき
　100 円必要です。

問買い物代行事務局（まちなかファーム内）
　　　　　　　　　　　　　☎ 464-1770
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事業名　　　除雪対策事業
事務事業名　除雪事務事業・除雪委託事業・地域ぐるみ除排雪促進事業　担当課　建設課

事業の概要　
　安全で円滑な冬期交通を確保するために、道路除雪
や排雪、凍結防止剤の散布を行ないます。

総事業費 9,908 万円
事業費内訳
　道路除排雪等委託料 9,394 万円
　凍結防止剤等の購入 135 万円
　その他 379 万円
財源内訳
　国の補助 600 万円
　県の補助 250 万円
　町の負担（一般財源） 9,058 万円

事業の PR
町の除雪体制
　町の保有機械と民間の保有機械の借上げを合わせ
て 190 台確保し、除雪作業を個人の方を含め地元
建設業者など 43 事業者の方にお願いしています。
除雪の出動
　除雪出動の判断基準は、深夜に積雪状況を確認し、
積雪が10cmを超え、さらに降雪が見込まれる場合、
あるいは、朝までに 10cm を超えると予想される
場合に事業者へ除雪の出動を要請します。
　なお、町の除雪路線（約 352km）を全線除雪す
る費用は１回当たり 700 万円～ 800 万円です。

　朝の通勤・通学時間までに除雪を終えるためです。
　通勤ラッシュ時間帯の除雪作業は交通渋滞の原因となるほか、
事故が発生する恐れが高くなるため、原則として、交通量の少
ない深夜から朝までに除雪を行います。

どうして、除雪は深夜から朝までに行うの？

　交通量の多い道路では、日中に雪が積もると、雪が車で踏
み固められて圧雪になります。その後、車の発進などによって
圧雪が部分的に削られ、でこぼこになります。
　圧雪は気温が下がると凍り、この状態では固くて除雪でき
ないため、気温が上昇して柔らかくなった頃合をみて圧雪の
除去を行なっています。

道路が圧雪になって、
　　　　　でこぼこになるのはどうして？

安全・安心な生活の確保 事業名　　　町単道路改良事業・地方道路整備事業
事務事業名　町単道路改良事業、社会資本整備総合交付金道路整備事業、
　　　　　　防災安全交付金道路整備事業　
担当課　　　建設課

事業の概要　
　町民の安全で快適な暮らしを支えるため、下竹
橋歩道橋の整備（町道日中田添線）や待避所の整
備（町道横江１号線）等、通学路をはじめ生活に
密着した町道の拡幅改良や歩道整備、路肩のカ
ラー舗装などを実施します。

総事業費 1 億 5,486 万円
事業費内訳
　町道横江 1 号線 540 万円
　町道坂井沢大清水線（消雪施設改修） 2,004 万円
　町道千寿ヶ原ロータリー線 2,004 万円
　町道日中田添線 1,058 万円
　町道坂井沢白岩線 504 万円
　町道岩峅寺宮路線 502 万円
　町道上前沢線 1,006 万円
　その他の道路改良工事 7,050 万円
　道路台帳作成委託料 570 万円
　その他 248 万円
財源内訳
　国の補助 7,470 万円
　地方債
　　（うち国の負担分

5,330 万円
1,135 万円）

　町の負担（一般財源） 2,686 万円

事業名　　　空き家対策事業
事務事業名　空き家対策事業　担当課　建設課

事業の概要　
　倒壊等の恐れのある、危険な空き家の解消や増加の
抑制のために、空き家の解体工事にかかる経費の一部
を補助しています。

総事業費 311 万円
事業費内訳
　空き家除却支援事業費補助金 250 万円
　その他 61 万円
財源内訳
　国の補助 125 万円
　町の負担（一般財源） 186 万円

事業の PR
空き家除却支援事業費補助金

【対象建築物】
①空き不良住宅（国が定めるもの）
②空き建築物で、除却後の跡地を 10 年以上、
　地域活性化のために使用するもの

【対象経費】
　解体業者が全てを除却する工事費用

【補助金額】
　除却工事費の２分の１（上限 50 万円）

【要件等】
　補助対象建築物の所有者又はその相続人であるこ
　となど
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知っていましたか？～身近な暮らしの豆知識～

鳥獣被害対策

事業名　　　地籍調査事業
事務事業名　地籍調査事業　担当課　建設課

事業の概要　
　国土調査法に基づき、土地一筆毎に所有者、地番お
よび地目について調査を行い、土地所有者の同意のも
と、境界と地積に関する測量を実施します。その結果
を地籍図および地籍簿にとりまとめ、法務局におさめ
ます。

総事業費 7,244 万円
事業費内訳
　賃金 344 万円
　委託料 6,602 万円
　その他 298 万円
財源内訳
　国の補助 3,614 万円
　県の補助 1,807 万円
　町の負担（一般財源） 1,823 万円

事業の PR
　地籍調査の対象地を示す法務局の地図は、明治時
代の地租改正時に作成されたものです。そのため、
対象地内の土地境界は、隣人との約束に基づいて決
まっている状況が多く見受けられます。
　地籍調査を行うことにより、境界が公的に証明さ
れ、土地のトラブルの未然防止や、災害時には測量
結果からの復旧事業を円滑に進めることができます。

　町では、立山町鳥獣被害対策実施隊員を毎年委嘱し、集落と連携して有害鳥獣被害防
止に努めています。また、国の鳥獣被害防止総合対策交付金等を活用し、イノシシやサ
ル等の有害鳥獣対策を行っています。
　今までは、電気柵でほ場を囲み有害鳥獣から田や畑等を守ってきましたが、平成 29
年度より山から有害鳥獣が侵入するのを防止する対策として、恒久型侵入防止柵を設置
し有害鳥獣防止対策を強化しています。侵入防止柵や電気柵の設置に関しては、集落や
地元の方の協力が必要になります。

事業の PR
恒久型侵入防止柵について
　H29（実績）
　芦見地内　1,800m　　四谷尾地内　800m
　H30（予定）
　目桑地内　4,500m

↑地籍調査現地立会いの様子

事業名　　　林業振興対策事業
事務事業名　みどり維新の町 30 周年事業　担当課　農林課

事業名　　　生涯スポーツ振興事業
事務事業名　全国健康福祉祭とやま大会開催補助
　　　　　　（ねんりんピック富山 2018 立山町ウォークラリー交流大会）　
担当課　　　教育課

事業の概要　
　立山町では、平成元年 4 月 29 日（みどりの日）
に「みどり維新の町」を宣言するとともに、「立山
町みどりの憲章」を制定し、環境保全活動に取り組
んできました。今年、宣言から 30 年の節目を迎え、
改めて、郷土の豊かな自然環境を守り、これからも
町全体が一体となって環境保全に取り組んでいくこ
とを再認識する機会として、平成 30 年４月 29 日
に記念行事を開催しました。

事業の概要　
　ねんりんピックは、60 歳以上の方々を中心とし
た健康と福祉の祭典です。国民体育大会と同様に
全国各地で開催されており、富山大会は 31 回目で
す。ねんりんピック史上最多となる 27 種目を、平
成 30 年 11 月 3 ～６日の４日間にかけて県内全て
の市町村で開催します。
　立山町では平成 30 年 11 月４日㈰にウォークラ
リー競技を実施いたします。

総事業費 404 万円
事業費内訳
　工事請負費（会場準備、巨石対応） 250 万円
　委託料（会場準備、設営） 130 万円
　その他 24 万円
財源内訳
　県の補助 180 万円
　町の負担（一般財源） 224 万円

総事業費 1,232 万円
事業費内訳
　管理運営費 236 万円
　歓迎装飾費 93 万円
　交流大会開催費 863 万円
　競技主管団体事業費 40 万円
財源内訳
　県実行委員会補助金 709 万円
　参加者負担金 3 万円
　町の負担（一般財源） 520 万円

事業の PR
　今回は、平成 29 年７月に新設したグリーンパー
ク吉峰のクロスカントリーコース内で、小学生・一
般町民・緑化推進ボランティアの皆さんも参加し、
緑豊かな景観を守るとともにランナーの走行環境に
も配慮した記念植樹を行いました。

事業の PR
　全国から集う監督、選手の皆様にウォークラリー
を通じて交流を楽しんでいただくとともに、立山町
の魅力を発信しながら最大限のおもてなしができる
よう、競技主管団体や関係機関、さらには多くの町
民の皆様のご支援、ご協力をよろしくお願いします。

↑植樹には地元小学生も参加
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課名・係名 業務内容 電話番号
[ 住民課 ]

住民係 戸籍、住民票、印鑑証明、国民健康保険異動届、国民年金 462－ 9962

医療保険係 国民健康保険医療給付、特定健康診査、後期高齢者医療 462－ 9956

福祉給付係 福祉医療、児童手当、児童扶養手当 462－ 9940

環境地域安全係 環境、墓地公園、狂犬病予防、交通安全、防犯、消費者相談、
町営バス 462－ 9963

[ 税務課 ]
収納管理係 税収納、納税相談、軽自動車税 462－ 9951

住民税係 町・県民税（個人・法人）、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料 462－ 9952

資産税係 固定資産税 462－ 9953

[ 水道課 ]

水道管理係 上下水道料金、給水申込、浄化槽 462－ 9960

水道施設係 漏水修理、施設維持、下水道、農業集落排水 462－ 9961

[ 会計課 ]
会計用度係 公金の支払、納入 462－ 9950
[ 農林課 ]

農政係 農産物の生産、認定農業者、農振除外、内水面漁業 462－ 9973

農村環境係 多面的機能支払、中山間地域等直接支払、林業、緑化推進、鳥獣対策 462－ 9974

農地林務係 農業施設、治山、林道、農地農業用施設災害 462ー 9974

農業委員会
（農地係） 農地の所有権移動・転用、農業者年金 462－ 9972

[ 建設課 ]

建築住宅係 町営住宅、建築確認申請、町営施設営繕、景観、屋外広告、
空き家対策、開発行為 462－ 9975

用地係 地籍調査、用地取得・補償、町道境界確認、都市計画、水防、砂防 462－ 9976

土木施設改良係 道路改良、舗装改良 462－ 9979

土木施設維持係 町道維持修繕、道路占用、道路台帳、除雪、公園管理 462－ 9978
水防倉庫
（除雪対策本部） 水防備蓄資材庫、冬季間の除雪対策本部（夜間・休日） 463－ 5302

[ 企画政策課 ]

秘書政策係 政策立案、町長・副町長の秘書用務 462－ 9105

企画広報係 総合計画、広報、ケーブルテレビ、統計調査、ふるさと納税 462－ 9968

地域振興係 地域公共交通活性化、定住促進 462－ 9980

情報管理係 町ホームページ管理、庁舎電算システム運用管理 462－ 9969

元気交流ステーション「みらいぶ」のお問い合わせ先
課名・係名 業務内容 電話番号

[ 健康福祉課 ]

社会福祉係 高齢者福祉、民生委員、高齢福祉推進員、生活保護 462－ 9954

障害福祉係 障害者手帳、障害福祉サービス 462－ 9957

児童福祉係 保育（園）、認定こども園 462－ 9955

立山子育て支援センター「にじいろ」 蔵本新 387-52（旧西部児童館） 463-0622

課名・係名 業務内容 電話番号
[ 総務課 ]
人事係 職員の人事、給与 462－ 9964

行政係 条例、区長会、地縁団体、選挙管理委員会、防災・国民保護計画 462－ 9965

財政係 予算編成、予算管理、公会計 462－ 9966

管財係 入札、契約、財産管理 462ー 9967

[ 商工観光課 ]

商工労働係 商工業、雇用、立山ブランド、グリーンパーク吉峰、
まちなかファーム 462－ 9970

企業立地係 企業誘致 462－ 9970

観光交流係 観光、姉妹都市交流、立山自然ふれあい館 462－ 9971

[ 教育課 ]
教育企画係 学校施設、学校教育財産の管理、奨学金、奨学金返済応援補助金

462－ 9981
学校教育係 学力向上、スクールバス、通学費、就学援助、特別支援教育

生涯学習係 町民カレッジ、公民館管理運営、青少年健全育成、成人式 462－ 9982

文化体育係 文化財、芸術文化、社会体育（町体育施設管理等）、ねんりんピック 462－ 9983

( 学校給食センター ) 給食調理 462－ 0494

[ 議会事務局 ]

議事調査係 議会運営、町会計監査 462－ 9984

介護予防係
（地域包括支援セン
ター）

要介護要支援認定申請、高齢者相談、介護予防教室、
介護予防プラン作成

462－ 9958

462－ 9088

保健センター
（子育て世代
包括支援センター）

健康づくり、各種がん検診、特定保健指導、予防接種、
母子健康手帳の交付、乳幼児健診、育児相談 463－ 0618

［立山図書館］ 463－ 0634

元気交流ステーション管理室 463－ 0001
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各事業のお問い合わせはこちらまで
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